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オンラインセミナー『在独邦人のための相続実務～まずは相続手続きの流れから』   
日時：2020年9月5日（土） 10：30～12 : 00     参加者：86名    講師：アクト行政書士事務所（日本、大阪）行政書士 中村雅美  

共催：竹の会、DeJak-友の会、まほろば、ミュンヘン友の会、ライン・ネッカー友の会、ライン・マイン友の会（50音順)  

 2020年9月5日・6日の両日にわたり行われたオンライン・セミナー

『在独邦人のための相続実務～まずは相続手続きの流れから～』では、

一日目86名、二日目91名と多数の方々にZoomでご参加いただき、筆者

が日本法側からの視点でお話し、弁護士のリヒャルト・正光・シャイ

フェレ先生（ペータース弁護士事務所、デユッセルドルフ）がドイツ法

側の視点からの話をしました。シャイフェレ先生とは10年以上にわたり

連携して日独間の相続案件にあたる一方、ドイツ国内で開催される日独

法務についてのセミナーではいつもご一緒させていただいています。在

独邦人の法務を扱うには、日独双方の法律知識が欠かせないからです。 

筆者は一日目に【１】行政書士業務の紹介、【２】在独邦人で日独両

方に財産がある場合の相続手続きの大まかな流れ、【３】日本法による

一連の相続手続きについて、【４】新しい自筆証書遺言制度の概要、

【５】遺言書を書くべきか、というテーマを取り上げました。本稿では

【１】【４】【５】を中心にご報告します。 
 

はじめに【１】行政書士の業務の紹介。日本の法律にかかわる専門職

は弁護士、司法書士、行政書士の3つですが、行政書士は『街の法律

家』とよばれ、その業務は公官庁への各種許認可申請手続き、遺言・相

続手続き、各種契約書の作成、VISA・在留資格許可申請など、広範囲に

わたっています。いわば気軽に相談できるホームドクター的な役割を

担っているのです。多種多様な相談をうけ、法的紛争関係にある事案や

税務・登記申請等が必要だと判断されるケースでは弁護士・税理士・司

法書士といった専門家に引き継ぐことになります。  

次に【２】では翌日のシャイフェレ先生のお話への橋渡しもかねて、

日独に遺産がある在独邦人が亡くなったモデルケースを想定し、ドイツ

と日本で行われる役所や法的手続きの流れを概説しました。 

そして【３】で、【２】のうちの日本国内で行われる一連の法的手続

きをフローチャートに沿って説明しました。 

さらに、【４】では2020年7月10日からスタートした、自筆証書遺言

を法務局に預けられる制度の紹介をしました。現在のコロナ禍がおさま

り帰国が容易にできるようになってからの話でしょうが、非居住者も居

住者と同じく一時帰国時に法務局に事前に予約をして、本人が自ら出向

いて手続きをすることができます。この制度の利点は、自身で作成した

遺言書について職員が日付や押印の有無など遺言の書式の不備をチェッ

クしてくれることや、紛失の危険がなくなること、死亡時の家庭裁判所

での検認が不要なことです。また、令和3年頃から死亡時の通知先を1名

指名することもできます。ただ注意しなければならないのは、法務局で

は、遺言内容の相談はできません。つまり内容が曖昧でも矛盾していて

も指摘はされないのです。したがって、法務局に預ければ遺言が有効に

なると保証される訳ではないので、前もって法の専門家に遺言内容を確

認してもらった方が良いでしょう。 

【５】では、在独邦人にとって最適な公正証書遺言の作成について。

老後にドイツに住み続けるのか、日本で過ごすのかを思案しているとい

うお話を時おり耳にしますが、実際、最期を日独どちらの国で迎えるの

かも含め、遺言の目的や財産の内訳、家族構成は千差万別です。 
 

遺言の目的には、遺された人にできるだけ面倒をかけたくない、特定

の人に相続させたい、節税や寄付をしたいなどありますし、また、財産

の内訳が不動産か金融資産かだけでなく、その財産の所在地、相続人の

国籍、実際に手続きをする人はだれか、その人の使用言語、さらに相続

の準拠法の問題も十分に考慮しなければなりません。在独邦人の相続手

続きを日本にいる日本人のものよりも、時にはるかに煩雑にするのは、

在独邦人が亡くなった際に適用される法律です。 

シャイフェレ先生がセミナーで言及されたように、原則、在独邦人の

相続手続きではドイツ法が適用されます。しかし、遺言書等で本国法で

ある日本法を準拠法にする意思表示をすれば日本法を適用することもで

きます。主要な財産が日本の不動産の場合などは、日本法を選択するの

も一案です。ただ相続準拠法を決めるには諸要素を総合的に判断するこ

とが肝要です。ぜひとも経験豊富な専門家に相談して、死後に家庭裁判

所での検認が不要になる公正証書遺言を作成しておいて下さい。しっか

りと考えられた遺言書があれば自身の遺志を実現し、相続にかかる労力

と時間と費用を大幅に抑えることができるからです。 
 

最後に。本報告では紙面の都合上、残念ながらテーマの一部を割愛し

ております。またの機会に具体的な例を加えて詳細にお話しできればと

思います。                                                                   中村 雅美 

 

 アクト行政書士事務所  行政書士 中村雅美 

 大阪市北区大淀南1丁目9番16号 山彦ビル4階 

 

 HP:  https://act-legal.jp/ 

 Mail: m-nakamura@act-legal.jp 

 

オンラインセミナー『在独邦人の相続実務・ドイツ法編』    

日時：2020年9月6日（日） 10：30～12 : 30   参加者：91名   講師：ペータース法律事務所弁護士 リヒャルト・正光・シャイフェレ 

 2020年９月６日に行われたR.正光シャイフェレ弁護士によるオンライ

ンセミナーでは、ドイツ在住の邦人がドイツの財産や日本の財産をどの

ように相続していくか日本法とドイツ法に照らしてご講演頂いた。シャ

イフェレ弁護士の業務の内容は多岐にわたるが、在独邦人の相続案件の

典型的な業務では、埋葬関連の手続きや相続証明書申請の手続き、独身

者の場合、出生証明書の代わりとなる戸籍謄本の入手とアポスティーユ

付きドイツ語訳の入手、ドイツに相続人がいない場合の親族関係の調

査、死後の各種契約関係（例えば電話、賃貸住居、保険等）の解約、遺

品や遺産の処分および業者の手配、銀行口座の処理、相続税申告等があ

る。ドイツの法律事務所だけで処理できない場合には中村行政書士や税

理士、日本国総領事館の協力を得て問題解決に当たる。 

 

01 在独邦人と相続法 

2015年8月17日施行EU相続規則により常住地がドイツの在独邦人が被

相続人となった場合はドイツ法が適用されることになった。それまでは

本国主義が適用された。即ち被相続人によって適用法が選択可能だった

不動産を除き、被相続人の国籍が日本の場合日本法が適用されたが、

2015年8月17日以降は常住地主義即ち被相続人が常住している国の法に

準ずることとなった。遺言形式もドイツ法に準拠する。但し、被相続人

は死因処分（Verfügung von Todes wegen）の際の法廷形式、例えば

遺言書をもって日本法適用を選択することはできる。 

常住地(Gewöhnlicher Aufenthalt)は住民登録や不動産の所在、滞在期

間、生活の重点(Lebensmittelpunkt)、永住意思の有無等を総合的に考

慮して判断する。被相続人の人生や生活の中心がドイツに存在する場合

はドイツ相続法が自動的に適用されるが、ドイツ常住者が遺言書で日本

法を選択することも可能。 

日本相続法が自動的に適用されるのは、被相続人が日本国籍を有し、最

後に日本に常住している、もしくはドイツ常住だが遺言形式で日本法を

選択した場合である。 

 

02 ドイツ法・法定相続 

被相続人の死亡時に存在する自然人または法人が相続人（Erbe）とな

り、被相続人の死亡後に生まれる胎児もその対象となる。被相続人が法

的に有効な遺言書等を作成していなければ、ドイツ民法第1923条(§

1923BGB)以下に定める法定相続が適用され、包括継承の原則に従っ

て、相続人は被相続人の全資産と債務を自動的に継承する。法定相続人

とは血縁者と配偶者及び登録同性パートナーである。 

血縁者には相続順位が第１から第３まであり、被相続人の死亡時に生存

している最も順位の高い血縁者、またその順位の中で最も近い血縁者が

優先的に相続人になる。 

被相続人の子供が複数の場合は相続分は均等に分けられる。 

結婚した折に配偶者間で何も財産の分け方を取り決めていない場合は

（法定）剰余共同制(Zugewinngemeinschaft)を採用する。 

                        （次ページに続く） 
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